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はじめに 

 

 戦争は地球上で人間が仕出かす最悪の所業である。2022 年 2 月 24 日に始まったロシ

アによるウクライナ侵略は、いかなる理由を並べようと決して許されるものではない。戦争

は人間を殺戮し恐怖を与えて希望を抹殺し、そして地球上の自然を破壊し動物、植物の命ま

で奪っている。 

 2 年前に始まった世界的な新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、グローバリゼ

ーションの流れは足踏みを余儀なくされた。そこに加わった今回の戦争が終結の展望もな

く長期化した場合には、世界経済に大きなダメージを与えていくことが懸念される。大学経

営もその埒外というわけにはいかず、我々は想定外の事態に直面した時にも機動的に対応

できる柔軟性を確保しなければならない。これは強風にも枝をしならせて決して折れない、

洪水の時には根っこを決して川底から離さない柳のごとき存在になるということである。 

 これまでも目指してきたように、未来の世代のために明るい未来を拓く努力を我々は続

けなければならない。とりわけ地球温暖化対応の機運は世界的に高まっており、近年主要国

は相次いで脱炭素に向けた計画を打ち出してきた。ロシアが仕掛けた戦争により、各国のエ

ネルギー政策は生活水準の維持との関連で厳しい選択に直面しているが、それでも地球と

人類の明るい未来を実現するために避けては進めない道であろう。 

2015 年 9 月に国連総会で採択された「我々の世界を変革する：持続可能な開発のため

の 2030 アジェンダ」、いわゆる SDGs は 17 の目標と 169 のターゲットを掲げて、明

るい未来の一つの雛形を示している。SDGs はその中で、「誰一人取り残さない( No one 

will be left behind )」をコンセプトに挙げている。言葉で書くことは容易であるが、実現

は極めて難しい。しかし、諦めてしまえば実現の可能性はゼロである。 

日本国内に目を転ずれば、21 世紀末には人口が 5000 万人を割るとも言われているわ

が国の役割を将来にもわたって維持しようすれば、イノベーションは欠かせない。科学技術

政策として内閣府が提唱する Society5.0 も明るい未来の一つの形となりうるが、

Society5.0 の実現も、「社会の変革（イノベーション）を通じて、これまでの閉塞感を打破

し、希望の持てる社会、世代を超えて互いに尊重し合あえる社会、一人一人が快適で活躍で

きる社会」の実現を目指している。 

また人口の減少は、日本の労働力人口の減少でもある。であれば、対策として日本社会の

グローバル化やダイバーシティ＆インクルージョンの実現は不可欠である。社会が変われ

ば常識も変わる。これまでタブー視されてきたことも含めてあらゆる可能性を模索するこ

とがイノベーションを惹起し、明るい未来を呼び起こすのではないだろうか。 

明るい未来を模索するとき、教育機関を設置する学校法人の役割は何であろうか。パブリ

ックではなくプライベートとしての学校法人は何をすべきなのか。そして学校法人東洋大

学は、東洋大学をはじめとした設置学校を通じて、いかなる役割を果たすべきなのだろうか。 

改正私立学校法により、学校法人は中期計画を作成することが求められるようになった

ことも踏まえ、明るい未来を拓くために、2020 年 3 月に中期計画「TOYO GRAND 

DESIGN 2020-2024」を策定した。今回、過去２年間の進捗状況や周囲の環境変化を踏

まえローリングを行い、目標実現への決意を新たにした。 

2022 年４月 安齋 隆 
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中期計画を礎とする 

 

学校法人東洋大学及び東洋大学には、これまでいくつかの中期計画があった。2011 年

から総合学園計画を進めており、スーパーグローバル大学創成支援の採択を受けて 2014

年には「TOYO GLOBAL DIAMONDS構想（TGD構想）」をスタートし、直近では 2016

年に「Beyond2020」を採択した。 

「Beyond2020」の中で「地球社会の未来を拓く」ことを謳っており、それに先んじた

2012年 11月の 125周年記念式典で発表した「未来宣言」では、「地球社会の未来に貢

献する」ことを宣言している。 

地球社会の明るい未来に貢献してこその学校であり、学校法人であろう。では、どのよう

に貢献するのか。 

いわゆる 3つのポリシー、「ディプロマポリシー（DP）」、「カリキュラムポリシー（CP）」、

「アドミッションポリシー（AP）」に基づいた教育の展開や、それに対する内部質保証シス

テムの構築が求められている。研究活動の推進については各大学に委ねられているが、研究

の高度化なくして教育の高度化は難しく、社会貢献・社会連携活動の高度化もあわせ、研究

の高度化は明るい未来に必要不可欠である。 

では、研究の高度化とは何か。新しい価値の創造ではないだろうか。 

本中期計画においては、新しい価値の創造により地球社会の明るい未来をデザインする

ことをもって研究の目的としている。創立者の井上円了も「主体的に社会の課題に取り組む」

ことを人々に求めている。 

そして、その新しい価値創造を目標に、明るい未来を担う人材を育成することを教育の目

的としている。 

さらに研究活動と教育活動をもって、より多くの人に明るい未来を届けることを社会貢

献・社会連携活動の目的としている。 

これらがうまく機能することによって明るい未来の実現に少しでも貢献していくことを

目指し、ここに新たな中期計画「TOYO GRAND DESIGN 2020-2024」を策定した。 
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地球社会の
明るい未来を

拓く
「他者のために自己を磨く」

イノベーション
の創出

Society5.0
社会の創出

地球
環境

の保全

SDGｓ
の達成

ダイバー
シティ&
インクル
ージョン
の実現

グローバル
社会の実現

研究

～新しい価値を創造し
明るい未来を描く～

「主体的に社会の課題に取り組む」

共存共栄の
世界を創る

ための
価値創造

すべての
いのちを
守るための
価値創造

人と情報を高度
に融合させた

価値創造

哲学を
基礎とした
価値創造

知的財産の創出
（ベンチャー）

教育

～明るい未来を
担う人材を育てる～

「自分の哲学を持つ」

高度な
グローバル

教育

深い
哲学教育

広い
キャリア

教育

高度な
大学院
教育

幼中高大
一貫教育

多様な
課外教育

社会貢献・社会連携
～より多くの人に明るい未来を～

「活動の中で奮闘する」

ボランティア
活動

生涯
学習

広報
活動

官、民
との連携

アジアのハブ
としての貢献

ステーク
ホルダー
との連携

中期計画
概要図
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中期計画トピックス

【⑤】アスリート支援
・スポーツ振興

【④】諸学の基礎「哲学」の
実践

【③】Society5.0への対応
－近未来の情報社会を生きる－

・アスリートをスポーツ科学と栄養科学の
両面から支える新学部「健康スポーツ
科学部」の設置（98、99）

・TOYOスポーツセンター設置による、学
生アスリートや監督コーチへのメディカ
ル／フィジカル支援、学修支援、学生生
活支援、キャリア支援、法務支援の推進
（46、58）

・東洋大学のブランド力向上のための分野
横断型アスリートサポート研究（重点研
究推進プログラム）（9）

・アスリートサポートから高齢者ヘルス
サポート技術への展開（重点研究推進
プログラム）（8）

・「22世紀の世界哲学」の構築（重点
研究推進プログラム）（16）

・井上円了研究の世界的研究拠点ネット
ワークの組織化（17）

・中学校から大学まで一貫した哲学教育の
推進による「生きる力」と「自分の哲学
」を持った人材の養成（65）

・「文・芸・理の融合」を目指す情報連携
学部（INIAD）による新学問領域の創造

（14）

・INIAD cHUBのOpen IoT教育プログラ
ムによる社会人のリカレント教育

（47）

・都市のIoT化のためのプラットホーム
構築の検討プロジェクト推進（13）

・独創的なアイデアやシーズをビジネスに
繋ぐオープンイノベーションのマインド
を養成するキャリア支援（39）

・中学校から大学まで一貫した、情報教育
の推進による情報社会市民の養成

（38）

【②】SDGsへの挑戦
－共存共栄な世界の創出－

・生活環境の改善による開発途上国の人間
の安全保障の実現（重点研究推進プログ
ラム）（1）

・持続可能なインフラメニューと実現戦略
の提案によるグローバルな協調の再構築
（重点研究推進プログラム）（4）

・アジアにおける福祉社会デザイン、健康
社会デザインの展開（84、85、86）

・ボランティア活動等を通じたSDGs時代
を生きる若者の啓蒙（35、81）

【①】最前線の社会課題への
取り組み

＜グローバル社会を生きる＞

・スーパーグローバル大学としての
TOYO GLOBAL DIAMONDS構想の推進

（36）

・中学校から大学まで一貫したグローバル
教育の推進によるグローバル人材の育成

（62、63）

・キャンパス内にとどまらない、全世代型
グローバル教育の提供（80）

・英語トラック整備による、海外からの
グローバル人材の積極的な獲得（36）

＜ダイバーシティ社会を生きる＞

・ダイバーシティ・インクルージョンの推
進による活力ある、多様性に富んだ、差別
のない社会の実現への貢献（11）

・多様性と調和に価値を置く多文化共生と
ダイバーシティマネジメント研究の推進

（12）

＜人生100年時代を生きる＞
・「つながりがある社会」を支える価値と

その支援システムを研究（重点研究推進
プログラム）（7）

・人生100年時代に対応した多様な生涯
学習機会の提供（79）

＜ウイルスと生きる＞
・バイオミメティクスによるウイルス感染

症簡易検出システムの開発（20）
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Ⅰ.研究に関する中期計画 

 

今期の中期計画においては、研究の高度化が教育の高度化を牽引し、研究活動と教育活動

の高度化が地域貢献・地域連携活動の高度化を推進することで、「地球社会の明るい未来を

拓く（他者のために自己を磨く）」ことを目指している。とりわけ起点となる研究活動にお

いては主体的に社会の課題に取り組むことで、新しい価値を創造し明るい未来を描くこと

を期待している。 

しかしながら複雑化した現代社会の課題に取り組むためには、一つの分野の研究では足

りず、多分野の研究者がチームとなって課題に対峙することが必須である。現在、東洋大学

では重点研究プログラム制度を設け、多分野の研究者で組織された申請研究の中から、大学

として取り組むべき方向性に合致したプログラムを採択して重点的に予算を配分し、その

成果をもって社会に貢献することを目指している。研究に関する今期の中期計画は、この重

点研究プログラムを中心に、組織的に取り組むものを以下のように推進していく。 

 

1.共存共栄の世界を創るための価値創造 

・SDGs の達成に貢献する研究 

[１]「開発途上国における生活環境改善による人間の安全保障の実現に関する研究－

TOYO SDGs Global 2020-2030-2037－」 

この重点研究推進プログラムでは、多分野の専門家の知見を活かし、アジア、ア

フリカ、中南米、太平洋の途上国の生活環境の改善に取り組む実践を通じて、イ

ンフラ建設、経済、社会、マネジメントなど、SDGs の多くの目標の達成に貢献

することを目的としている。本研究は 2022 年度から新たな重点研究プログラ

ム「レジリエントな社会に向けた SDGs の包摂的実現に関する研究」に継承さ

れる。 

[2]「極限環境微生物の先端科学を SDGs 達成のために社会実装する研究」 

この重点研究推進プログラムでは、高温、高 pH、高塩濃度、放射線、有機溶媒

といった過酷な極限環境でも生育可能（利用可能）な極限環境微生物

（Extremophiles）を新たな生物資源として研究の対象とし、SDGs 達成のた

めの課題解決策の切り札として社会実装し利用することを目的としている。 

[3]「安全な水を未来へ ～有用細菌による排水処理技術の開発と普及に向けて～」 

この重点研究推進プログラムでは、新しい生化学反応を有するアナモックス菌

を利用することで、排水処理に関わるエネルギーを半減できるプロセスを開発

し、早期実用化のためのアナモックス細菌の大量培養、大型デモプラントの製作

について研究する。さらに温室効果ガスやエネルギー削減量を CO2 削減量に

換算する LCA 評価により優位性を総合的に評価する。最終的には本システム

の途上国へ展開を視野に入れる。 

 

・グローバルな社会課題に取り組む研究 

[4]「持続可能なインフラの提案によりグローバルな協調の再構築に貢献する研究」 

この重点研究推進プログラムでは、深刻化する世界の社会経済インフラの不足

や老朽化対策として、「経済性・社会性評価アプリケーション」制作を行い、各

国政府に持続可能なインフラメニューと実現戦略の提案を行うことを目的とし
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ている。 

[5]「産業のイノベーション力の創造的開発とそれを強化する社会システムの革新研

究」 

2016 年 1 月に開設したグローバル・イノベーション学研究センターの目的は、

国際社会の多様なシステムのイノベーション理論と方法の研究、その活動を担

う人材育成方法の研究であり、未来世代のために真に公正で豊かな、活力に満ち

た国際社会の動向を先導する役割を担うことを目指すものである。今中期計画

では、諸外国との知的交流の機会提供を目的としたシステム構築に注力する。 

・アジアの発展に資する研究 

[6]「インドネシア国における JICA 政策提言研究」 

東洋大学と JICA （国際協力機構）との間の政策提言研究に関する契約に基づ

き、インドネシア国の地方自治体における PPP （公民連携）案件の推進に必要

なボトルネックの抽出・改善と関係者の能力強化を通じて、同国の地方自治体に

おける PPP 推進のために必要な諸点について政策提言を行う。 

 

2.すべてのいのちを守るための価値創造 

・幸福という概念における「個」と「全」の関係性にみる価値研究 

[7]「つながりがある社会を支える価値と支援システムに関する研究」 

この重点研究推進プログラムでは、加齢や障害のために身体的・知的機能に制約

がありながら、社会的な支援につながらない人たちの実態や要因等を解明し、

ICT 等を用いた持続可能な包括支援システムの構築を行うことを目的としてい

る。本研究は 2022 年度から新たな重点研究プログラム「福祉社会における新

たな価値の創発と支援システムの構築」に継承される。 

・医療・健康福祉や食環境、生命科学分野等の先進国をリードする研究 

[8]「多階層的研究によるアスリートサポートから高齢者ヘルスサポート技術への展

開〜社会実装に向けての研究組織連携の構築〜」 

この重点研究推進プログラムでは、多階層的に生体のストレス反応、メンタル不

調を可視化し、IoT によるアスリートサポート技術、さらには高齢者の健康サポ

ート技術を確立するとともに、その研究成果を産官学連携により、スピーディー

に社会実装化を行うことを目的としている。 

[9]「東洋大学のブランド力向上のための分野横断型アスリートサポート研究」 

この重点研究推進プログラムでは、本学のこれまでのアスリートサポート／ヘ

ルスサポートの知的資源を活かし、アスリートのパフォーマンスが最大限に発

揮できるような運動能力の向上やコンディショニング維持に関する研究、アス

リートのキャリア形成、法的問題及びそれらの心理的影響に関する研究など、未

解決・未着手の課題を分野横断的に取り組み発展させることで、東洋大学のブラ

ンド力を更に強化し、その成果を国内外に強く発信することを目的としている。 

[10]「生育の diversity を生むメカニズムの解明と well-being な社会の実現に向け

た支援体制の構築」 

この重点研究推進プログラムでは、生育多様性に関する生命科学研究で得られ

た知見を文理融合によって社会還元することを目指す。格差問題の背景にある

性差、発達障害、ストレス性障害、精神疾患、老化などの生物学的基盤を明らか
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にするとともに、社会還元のための学際的な取り組みとして文理融合のチーム

を編成し、生命科学研究と児童福祉施設、特別支援学校等の現場をつなぐ活動を

展開し、誰もが well-being な生活を送れる社会の実現を目的としている。 

・多様性ある社会システムの実現に向けた研究 

[11]「ダイバーシティ・インクルージョンの推進による活力のある、多様性に富ん

だ、差別のない社会の実現への貢献」 

性別、年齢、障がい、国籍などの外面の属性や、ライフスタイル、職歴、価値観

などの内面の属性にかかわらず、それぞれの個を尊重し、認め合い、良いところ

を活かすことができるように、ダイバーシティ・インクルージョンをいかに推進

するか、プロジェクトを立ち上げ研究を進める。また、学校法人東洋大学及びそ

の設置学校において多様性に富み、活力や変化への対応力のある、強くしなやか

な職場を実現するため、「ダイバーシティ・インクルージョン宣言」を策定し、

社会に向けて発信する。 

[12]「多様性と調和に価値を置く多文化共生とダイバーシティマネジメントに関す

る研究」 

2021 年 4 月に開設予定の社会学部国際社会学科では、多様性と調和に価値を

置く多文化共生とダイバーシティマネジメントに関する研究を推進し、もって

多様性ある社会システムの実現と、研究成果をもって学部教育では多様な価値

を理解し、多文化共生社会の確立を目指す global citizen を育成する。 

 

3.人と情報を高度に融合させた価値創造 

・AI・IoT 等の情報通信技術を国民生活分野に資する独自研究 

[13]「都市の IoT 化のためのプラットフォーム構築の検討プロジェクトへの参画、

推進」 

情報連携学学術実業連携機構（INIAD cHUB）は、情報連携学部（INIAD）と

INIAD 外（企業・団体・組織）との「オープンな連携」のための結節点として

2017 年４月に設立された。EU との都市の IoT 化のためのプラットフォーム

構築プロジェクト CPaaS.io などを経て、今中期計画においては、東京都や北

区、UR 都市機構と連携し、都市の IoT 化のためのプラットフォーム構築の検討

プロジェクト推進を始めとして、「オープン・イノベーション」を加速すること

を目指している。 

・異分野融合の研究推進 

[14]「「文・芸・理の融合」の新学問領域の創造」 

高いレベルで「文・芸・理」の知恵を融合した IoT 時代のサービス構築は一人

で全てを行うことはできない。必要なのは、自分の得意分野を確立した上で、

他の分野の人とも高度な連携をしプロジェクトを達成できる能力である。

2017 年度に開設した情報連携学部（INIAD）は、その「文・芸・理」の連携

のあり方を研究する「情報連携学」を創造し、その実践教育を行う。 

 

[15]「日常生活を豊かにするためのデジタルトランスフォーメーション（DX）に係

る研究」 

この重点研究推進プログラムでは、機械学習の最新技術を活用し，一般生活者
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目線で見た DX（Digital Transformation）本来の視点に基づいて応用を推進

することで，新たな技術基盤をつくる。自然言語，音楽・音声，画像，動画の

大規模データの機械学習により、問題解決手法を人間の生活に直結させ、生活

の質の向上へ応用する。 

 

4.哲学を基礎とした価値創造 

・哲学と科学の融合から導かれる価値創造 

[16]「22 世紀の世界哲学の構築に向けて」 

この重点研究推進プログラムでは、東洋大学の建学の理念である「諸学の基礎

は哲学にあり」を 22 世紀まで社会に発信し続けるために、閉鎖的な哲学研究

のあり方を脱却し、主体的に社会の課題に取り組む哲学を理論と実践の双方

から提示することを目的としている。 

・井上円了理念の継承 

[17]「井上円了研究の世界的研究拠点ネットワーク組織化」 

２０２１年４月に井上円了哲学センターを設立することにより、創立者井上

円了博士の建学の精神、教育理念、思想及び事績の研究を推進し、それらの普

及を図ることにより、哲学館以来の東洋大学の特性を内外に示し、その歴史と

伝統を継承し発展させて、世界及び日本の文化の向上に貢献することを目的

として、今中期計画において井上円了研究の世界的研究拠点ネットワーク組

織化を推進する。さらにオンラインやオンデマンドによる公開講座や出張講

座の拡充等、リカレント教育における手法を革新することにより、その世界展

開を目指す。 

 

5.知的財産の創出（ベンチャー）  

・知的財産の実用化 

[18]「熱中症の予防、軽減のための機能性食品の開発，微生物を利用した廃水処理

技術の開発」 

現在、生体医工学研究センターで進められている熱中症対策（予防）飲料や食

品の開発成果は、食品・飲料・製薬企業との共同研究で実用化する。すでに暑

熱ストレスに対して保護作用のある食品成分を発見（特許登録）しており、実

用化が期待されるものである。 

[19]「バイオミメティクス（生体模倣）を取り入れた国産カヌーの開発」 

本プロジェクトでは、人間工学・運動生理学・流体力学・バイオミメティクス

による大学の知および産業界が有する技術を融合させた産学連携による国産

初の競技用カヌーの開発を行っている。船艇流体力学およびバイオミメティ

クスの応用により生物の機能を最大限に生かし水の流れを掴む設計を行い、

オリンピックなど国際試合での活躍が期待される。 

[20]「バイオミメティクスによるウイルス感染症簡易検出システムの開発」 

生体と人工物は接触する以上、必ず境界面（バイオ界面）が存在する。生体医

工学研究センターで進めているバイオ界面とバイオミメティックスに関する

研究の成果は、バイオセンシングに資するものであり、将来的には迅速・簡便・

低コストにウイルスを検出できる次世代型ウエアラブルデバイスの開発が期
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待されるものである。 

・大学発ベンチャーの推進 

[21]「大学発ベンチャーの起業、ファンドの設立」 

各種の研究成果を活用した大学発ベンチャーの起業、ファンドの設立を今中

期計画の期間に 5 件実施する。 

[22]「ベンチャー起業の支援」 

本学学生や卒業生の若い起業家を支援し、今中期計画中に資金支援型、コンサ

ルテーション型、関連企業・人材紹介型の 3 つのタイプでベンチャー企業を

支援する体制を整備する。 

・産官学連携推進 

[23]「産官学連携の活性化」 

産官学連携推進センターを中心に共同研究、受託研究、技術移転・ライセンス、

成果有体物の提供、奨学寄付等の形態で産官学連携を推進し、特に受託研究・

共同研究の件数と研究費収入の向上を目指す。具体的には今中期計画におい

て、受託研究・共同研究において、国内大学上位 30 位以内に入ることを目指

す。 

 

6.制度・体制の整備 

・研究支援制度・体制の整備 

[24]「論文投稿支援制度」 

研究の国際化を促進し、本学の国際的なプレゼンスの向上に寄与することを

目的に、国際学術誌へ投稿を行う際に必要となる経費の助成を拡充する。また、

今中期計画において、論文投稿の基本的な技術、アクセプト率の向上、リジェ

クトの修正等の講習体制を整備する。 

[25]「研究専念制度の実施（インセンティブ）」 

研究業績の高い研究者には、授業や学部・研究科の委員会業務等の校務の負担

を軽減する等の配慮を行い、今中期計画において、研究により専念できるよう

な制度の設計を行う。 

[26]「論文発表数、外部研究費獲得額等の研究成果に基づく研究予算の重点配分の

実施（インセンティブ）」 

論文の発表数や被引用数が多い、また、外部研究費の獲得額が多い等の研究業

績が特に高い教員に対しては特別に配慮し、今中期計画において大学の研究

予算をより重点的に配分できる制度の設計を行う。 

[27]「国際学術誌への論文投稿数の増加及び FWCI 値の向上策の検討とそれに基づ

く助成制度の実施」 

国際学術誌への投稿数の増加、論文の被引用数を基にした影響力を表す FWCI

値の向上のために、今中期計画において、教員に対してのインセンティブ、講

習、助成制度について制度の設計を行う。 

・外部資金の獲得支援 

[28]「URA による研究計画調書のライティング支援」 

外部資金獲得のための研究計画調書等の作成時に、URA によるコンサルティ

ングやライティングサポートを行う体制を今中期計画において整備し、外部
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資金の獲得を支援する。 

[29]「URA による研究シーズの探索と外部研究費とのマッチングの実施」 

外部資金獲得のための教員の研究シーズの探索と外部研究費のマッチングを

URA（ユニバーシティ・リサーチ・アドミニストレーター）によって行う体

制を、今中期計画において整備し、外部資金の獲得を支援する。 

・優秀な研究者の獲得支援 

[30]「研究人材モビリティ増大（クロスアポイント制度等）」 

クロスアポイント制度等も含め、国内外の研究人材の交流を増加させる体制

を、今中期計画において整備し、研究のイノベーションやグローバル化を支援

する。 

[31]「採用の柔軟化により研究の実績に基づく研究人材の獲得（研究専念人材）」 

現行の制度では専任教員は学部・研究科の教育を担当する責務がある。今中期

計画において、卓越した研究業績を上げている者を研究に専念する人材とし

て採用を可能にする等、採用の形態を柔軟化する制度の設計を行う。 

[32]「戦略的な海外研究派遣と研究ネットワークの形成」 

国際共同研究プロジェクトを推進するために、研究業績を考慮し、海外特別研

究（サバティカル）を行う研究者、派遣先等を戦略的に決定する体制を、今中

期計画において整備し、研究のグローバル化を支援する。 

・図書資料の充実 

[33]「貴重資料の組織的な収集」 

東洋大学図書館に所蔵する貴重書は、東洋大学の研究・教育活動を支え、学術

機関として社会において果たすべき東洋大学の役割の一端を担っている。こ

の貴重書をさらに充実させるために、貴重書の収集方法を改善し新たな方法

を導入したが、今中期計画においてその効果を検証し、より本学に適した貴重

書の収集に努める。 
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Ⅱ.教育に関する中期計画 

 

各学部・研究科ではディプロマポリー（DP）、カリキュラムポリシー（CP）、アドミッシ

ョンポリシー（AP）の 3 つのポリシーに基づき、教育・研究に関して別途、それぞれで中

期計画を策定している。13 学部 50 学科・専攻、15 研究科 37 専攻で 3 万人を超える学

生を有する東洋大学において研究の高度化が教育の高度化を推進することは言うまでもな

く、この点において、研究と教育をつなぐ基軸として、大学院の充実が強く求められる。 

一方、「諸学の基礎は哲学にあり」等の建学の精神のもと、哲学を礎として始まった東洋

大学には、学部を超えて展開すべき教育があり、時代とともにその形を模索し、拡充してき

た。創立 125 周年に発した「未来宣言」（2012 年）では、「哲学教育」「国際化」「キャリ

ア教育」の 3 つの柱によるグローバル化教育を唱え、TOYO GLOBAL DIAMONDS 構想

（2014 年）では、社会の中核を担う「東洋グローバルリーダー」を育成する人材像に掲

げ、さらに「東洋大学スタンダード」（2016 年）では、学部の枠組みを超えた基盤教育体

系を構築し、グローバル化教育のより一層の深化を目指した。その精神は、2021 年度の

全学カリキュラム方針にも受け継がれ、専門教育と並び教育活動の根幹を担う指針として

位置づけられている。また、このことは東洋大学にとどまらず、附属高等学校・中学校、幼

稚園にも共通するものであり、本法人の設置校全体の目標となっている。 

今中期計画では、東洋大学を頂点とした総合学園として、変化の激しい時代の中で、変化

に動じない自分の哲学を持ち、明るい未来を担える人材を育てるために、教育に関して以下

の計画を進めていく。 

 

1.深い哲学教育  

・基盤教育（考える力の養成）の充実 

・アクティブラーニングの充実 

・総合大学に相応しい学部間連携授業の創出 

・初年次教育の充実 

[34]「2021 カリキュラム編成全学方針等に基づく考える力の育成」 

2021 年度のカリキュラム編成の全学方針において、基盤教育の哲学・思想

の区分について「諸学の基礎は哲学にあり」の精神に基づき、生涯にわたって

本質に迫って深く考え抜く力の養成を各学部に求めている。また、学力の 3 要

素である「知識と技能」、「思考力・判断力・表現力」、「学ぶ力や人間性」の伸

長を図りながら、課題に取り組む力を涵養する「課題解決型教育」も重視して

いる。これらの編成方針に基づき、東洋大学らしい深く考える力を育てる教育

を推進する。 

・SDGs に繋がる教育の展開 

[35]「学生への SDGs の啓蒙活動」 

学生一人一人が SDGｓで掲げられている課題を自らの問題として捉え、実際

に身近なテーマに取り組む（think globally、act locally 地球規模で考え、

足元から行動する）ことが出来るよう、SDGs 理解促進のためのワークショ

ップの開催、学生による SDGs の課題解決活動の支援を行う。また、学生の

活動成果が広く共有されるように外部への積極的な発信を行う。 
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2.高度なグローバル教育（TOYO GLOBAL DIAMONDS 構想（TGD 構想）の推進） 

・基盤教育の充実と各種講座による語学力の向上と世界的視点の涵養 

・留学の推進（アウトバウンド・インバウンド） 

・海外の大学との協定推進 

・教職員の国際化 

[36]「TGD 構想の推進」 

平成 26 年度（2014 年度）に文部科学省のスーパーグローバル大学創成支

援事業に採択されて以降、東洋大学をはじめとした本法人の設置校では TGD

構想によるグローバル化教育を推進しており、今中期計画においても同構想

で定める留学推進や海外大学との協定推進等の目標を確実に達成していく。

また、2023 年度に採択期間が終了することを踏まえ、それに続く自走可能

な”NEXT SGU”計画を 2023 年度中にまとめ公表し、2024 年度からリ

スタートする。 

・入学試験の国際化 

[37]「グローバル人材の資質を有する学生獲得」 

グローバル人材養成という教育目標にかなう入学生をより確実に獲得するた

めの入学試験を、今中期計画において拡充する。具体的には一般入試にとどま

らず、大学入学共通テスト利用入試、推薦入試等においても、英語外部試験を

積極的に活用する。 

 

3.広いキャリア教育 

・基盤教育（社会人基礎力の養成）の充実 

[38]「情報教育を含む教養教育の充実」 

2021 年度のカリキュラム編成の全学方針において、基盤教育のキャリア・

市民形成の区分について「独立自活」の精神に基づき、社会的に自立した人間

として主体的に判断し行動できる力の養成を各学部に求めており、その指針

として全学カリキュラム委員会が作成した「キャリア教育ガイドライン」を示

している。また、今後ますます重要となっていく情報教育については、情報連

携学部（INIAD）や総合情報学部が牽引し、大学全体で強化していく。 

[39]「Society5.0 に向けた就業意識の醸成」 

学生が就職と起業のどちらを選択するとしても、独創的なアイデアやシーズ

をビジネスに繋ぐオープンイノベーション志向のマインドセットが必要であ

る。そのため今中期計画において、多様な人材と交流し、多様な価値観を身に

つけ、多様な働き方を考えられるようになるための、Society5.0 を見据えた

就業意識の醸成に取り組んでいく。 

・産学連携教育の充実 

[40]「産学連携教育の充実（企業人参画プロジェクト、グローバル企業等との産学

連携等）」 

学問分野に応じた産学連携教育や、企業のトップ・各界のリーダー等を招聘す

るトップリーダー連携教育支援プログラムを全学的に実施する。多彩な教育

ツールを積極的に活用することでカリキュラムを充実し、様々な外部人材と

のコネクション構築によって発展的な連携に繋げていく。 
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・教職課程の充実 

[41]「学び続ける教員の養成・研修プログラムの充実」 

教育職員免許法施行規則の一部改正及び教職課程認定基準の改定により再課

程認定を受けた教職課程について、2023 年度の改訂に向け、カリキュラム

全般の見直しと、教育理念に基づく本学の特色ある科目などの配置による充

実を図る。また、本学で教員免許状更新講習を実施し、多数の卒業生を含む現

職教員の資質能力の維持及び向上のための支援も充実させる。 

[42]「教職センターの組織的整備と機能の充実」 

教職課程・現職研修の中心を担う教職センターを有機的に機能させるため、組

織的な体制の強化を行う。卒業生組織や近隣地域の学校及び教育委員会等と

の連携強化、教職アドバイザーの拡充、研修等による教職支援担当職員の高度

化等により、教職を志望する学生及び継続的な研修を要する現職教員の支援

体制を全キャンパスにわたって充実させる。 

・実践的なキャリア教育 

   [43]「インターンシップの充実」 

実践的なキャリア教育の充実のため、学部独自のインターンシップから全学

的なインターンシップまで幅広い機会を提供し、訪問先や参加機会の充実を

図る。低 学年を対象としたインターンシップも設け、インターンシップで発

見した課題を大学の授業で補う往還型の学びを浸透させることによって、課

題解決力や行動力を養ったグローバル人材の育成に寄与する。 

[44]「一貫教育による社会に貢献できる起業家の育成」 

近年、世界におけるステータスが降下傾向にある日本が、再び活気を取り戻す

ためには、アントレプレナーシップを持った若い人材の成長が待たれる。社会

に貢献できる起業家を育てるためには、若い年代からの涵養が必要であるが、

本法人が設置する中学校・高等学校・大学それぞれの教育を通じて、自ら社会

の課題を見いだし、その解決の方策を考え抜き、周囲と協働してそれを実現し

ていくことで社会貢献に資するための力を養う授業を展開し、長いスパンで

育成に努めていく。 

・多様な就職支援 

[45]「企業との連携（鉄紺企業の選定）」 

従前からの著名企業への就職支援だけでなく、学生が認知しにくい優良企業

への就職を支援する。今中期計画においては優良な地方企業や、スマートワー

クを実現している首都圏の BtoB 企業などを基準により 100 社程度「鉄紺企

業」として選定し、学生の就職支援とすると共に、企業とのネットワークを確

立する。 

[46]「アスリートのデュアルキャリア支援」 

強化・準強化運動部だけでも約 900 名（全学年）を数える本学運動部学生の

多くはスポーツ以外の経験に乏しいため、卒業後のキャリア選択が大きな課

題である。今中期計画において、課題解決のためアスリート学生や保護者、指

導者にデュアルキャリアの重要性を正しく理解させ、アスリートのデュアル

キャリア支援の先進大学を目指す。 

・社会人リカレント教育の充実 
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[47]「Open IoT 教育プログラム」 

高度な IoT 技術を身に付けたい社会人を対象に、IoT 関連分野のクラウドコン

ピューティング、人工知能等の体系的な知識とスキルを短期間で身につける

ことのできる「学び直し」のためのコースである「Open IoT 教育プログラム」

により、産業界のニーズを踏まえた実践的なカリキュラムを提供する。 

 

4.高度な大学院教育 

・優秀な大学院生の獲得 

[48]「異分野学部出身者等、優秀な人材の獲得」 

大学院研究科とは異なる分野の学部出身者の入学を認める学内推薦入学制度

等、柔軟な入試制度による優秀な大学院生の獲得を推進する。例えば理工学部

出身学生が国際学研究科に入り、学部時代に学んだ建築の専門知識を生かし

て JICA 協力隊として発展途上国で活動し、研究を進めるといった例などで

ある。 

[49]「スカウティングの推進」 

大学院の指導教員が、海外における研究活動等を通じて形成した人的ネット

ワークを活用し、博士後期課程を中心に、海外活動のカウンターパートや研修

生などに積極的に声をかけ、研究科に優秀な人材を獲得するためのスカウテ

ィングを積極的に推進する。 

・高度で実践的な大学院教育の充実 

[50]「連携教育の実践」 

理系の研究科を中心に、大学院の指導教員が外部研究機関と連携して幅広い

分野での研究指導が行えるような環境を整備したり、実業系の研究科を中心

に、文部科学大臣により職業実践力育成プログラム（BP）と認定された社会

人や企業等のニーズに応じた実践的・専門的なプログラムを展開したりして、

実践的連携教育を実践していく。 

[51]「ダブルディグリーの活用」 

学際融合研究科の例に続き、各研究科が英語トラックを質、量ともに充実させ、

海外の大学とダブルディグリー協定を結んだ上で、留学生の増加を図る。また、

各研究科がダブルディグリー制度を活用し、アジア、アフリカ、ラテンアメリ

カ、大洋州等を指向する大学院生を積極的に海外に送り出し、国際人の養成を

推進する。 

・キャリアパスの形成 

[52]「専門的職能研究機能-技術研究者養成コースの開設」 

経営学研究科ビジネス・会計ファイナンス専攻の「中小企業診断士コース」や、

同専攻や法学研究科法律専攻における「税理士コース」などを中心に、専門的

職能研究機能-技術研究者養成を一層推進する。 

[53]「博士後期課程の指導体制の強化（英語論文ブラッシュアップ、国際論文投稿

支援、国際共同研究）による専門研究者養成及び大学教員養成の推進」 

英語による教育科目の増加とともに英語論文の作成・投稿に関する教育支援

を強化し、大学院生による国際論文投稿を支援する。また、カリキュラムの国

際通用性を高めた上で、他国との部局間協定を拡大し、院生の海外留学や海外
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協定校との連携教育を推進する。これらにより専門研究者養成及び大学教員

養成を推進する。 

[54]「研究室と企業等との継続した連携関係の強化や、長期インターンシップの推

奨による優良就職先の確保」 

大学院修了生の就職先を学部卒のそれと差別化し、学生本人や保護者に対し

て大学院進学のメリットを説明できるようにする。具体的には国内外の研究

教育機関や産業界との協力関係に基づくインターンシップや共同研究、国際

キャリアの育成や国際社会貢献のための国際インターンシップを実施するな

ど、総合的で継続的な就職支援を行い、FD 活動により他の研究科に横展開す

る。 

[55]「大学院教育・研究の活性化を目指した自校出身教員の採用拡充」 

大学の研究力が向上するためには、大学院生の活躍が必要不可欠である。一方

で、自校での研究職の受け皿が十分にないことから大学院生が十分に確保で

きず、活発な大学院研究活動を継続する体制が確立していない。そのため、修

了後は他の大学や研究機関でキャリアを積まざるを得ない。自校出身教員の

採用を拡充することで、学内でのキャリアの形成を可能とし、もって優秀な大

学院生の獲得や教育研究の充実に繋げていく。 

[56]「研究協力機関への就職促進」 

今中期計画において、研究協力協定締結先や海外共同研究相手である高度研

究機関や海外研究機関、グローバル企業等との関係を発展させ、指定研究室の

位置づけにより、それらの研究機関への大学院生の就職を促進する。 

 

5.多様な課外教育 

・多様な課外活動の支援 

[57]「「創る・つながる・挑戦する」学生の支援」 

学生が主体的、積極的に自己を磨き、活動を通して成長できるよう、学生の自

主性・主体性を引き出し、彼らがゼロから何かを創出し、他者とともに挑戦す

る学びの機会を提供する。具体的には今中期計画において学生発案（提案）型

プロジェクトの企画・立案から実現までを支援し、「SDG`ｓへの貢献」及び

「TOYO SPORTS VISION の実現」をテーマとする。 

・アスリート活動の支援 

[58] 「TOYO スポーツセンター設置と全学体制の学生アスリート支援」 

2019 年 3 月、一般社団法人大学スポーツ協会(UNIVAS)が設置され、本学

はこれに加盟した。これを機に、あらゆる面での学生アスリートサポートを充

実させるため、包括的な機能を担う「TOYO スポーツセンター」を設置する。

トップアスリートサポートセクション（専門スタッフによるメディカル・フィ

ジカルサポート）、スポーツ連携セクション（運動部による社会貢献・地域連

携の活動推進）、マネジメントセクション（学修支援、学生生活支援、就職・

キャリア支援、指導者支援、法務支援、広報等）の 3 セクションを柱に、東

洋大学のアスリート／運動部に対する支援を全学体制で推進する。 

・修学支援の充実 

[59]「高等教育の修学支援新制度を中心とした修学支援の充実」 
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2020 年 4 月から国による高等教育の修学支援新制度が実施されることに伴

い、本学奨学金を新制度を補完するものとして制度設計をする。具体的には、

今中期計画において東洋大学第 2 種奨学金を新制度の不採用者の支援に適し

たものと位置づけ、また、同第３種奨学金（家計急変者奨学金）は、短期的な

経済支援要請に迅速に応えられるものと改める。 

・ウェルネスの充実 

[60]「学生一人ひとりのウェルネスの実現」 

本学ウェルネスセンターは、学生一人ひとりのウェルネス（Wellness）の実

現を支援することを目的とし、2018 年 10 月開設されたが、今中期計画に

おいて従来の学生支援の機能を統合し、「心身の健康面のサポート」、「修学環

境の調整支援」、「障がい学生支援」、「ピアサポート活動」を柱として、全学体

制の整備を進める。 

 

6.幼中高大一貫教育 

・キャリアフロンティア・国際教育の推進（附属姫路中学校・高等学校） 

[61]「キャリアフロンティアの推進」 

アクティブ・ラーニングメソッドを取り入れたプログラムにより、文章を書く

ことで「物事の本質を深く考える力」を、発表や討論を重ねることで「コミュ

ニケーション力」を、探究活動により「課題発見力」「課題解決力」を育てる。

さらに、時代に対応した多様な設定で、豊かな人間力を備えた人材の育成を推

進する。 

[62]「国際交流の活性化」 

これからの社会に求められる、生きた英語力、多文化理解、日本人としてのア

イデンティティを育成するために、学校内外における国際交流機会の活性化

を図る。実践機会の拡大のために、ALT の配置、英語検定試験対策等のサポ

ート、国内外における語学研修等の充実を図り、自信と実践力を育てる教育を

進める。 

・グローバル教育・ICT 教育の推進（附属牛久中学校・高等学校） 

[63]「グローバル人材の育成」 

複数回の海外語学研修や交換留学の実施により、国際人としての素養を育て

る。特に、日常生活の中での多様な文化を学ぶ国際経験を目的とする交換留学

の受け入れについては、ホームステイを含めた交流機会の充実を図る。また、

中国語学習者を増やすことで、特色あるグローバル人材育成を発展させてい

く。 

[64]「ICT による教育の情報化」 

一人一台の PC を所持し、学校生活の管理や計画を生徒自らが考える自立型

教育を実践していく。日常的な授業の他、部活動の記録や資格への取組み、自

宅学習など、生徒自身でポートフォリオの充実を目指す積極姿勢を育成して

いく。教員は生徒一人ひとりと繋がり、教員間で情報共有することで活用を的

確にサポートする。 

・哲学教育・理科教育の推進（京北中学校・高等学校） 

[65]「哲学教育の推進」 
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哲学教育として、名著精読、生き方講演会、哲学ゼミ、哲学エッセーコンテス

ト、刑事裁判傍聴学習会、哲学の日の６テーマで、より良い生き方を探究する

「生き方教育」を実践している。今後も多様な機会を提供し、自らの人生観や

価値観を陶冶する力、物事を俯瞰して見る思考力を育て、自主性を持つ人材の

育成に推進する。 

[66]「理科教育の推進」 

中高大連携による理系志向生徒の育成を推進する。「未来の科学者育成プロジ

ェクト」では、生徒の自主性を尊重した実験体験により、思考から実験への過

程、成功や失敗の結果も受け止める経験を通じ、理科分野への興味関心を育て

ている。今後も、多様な機会の設定により、理系志向生徒数の拡大を目指す。 

・京北幼稚園将来構想の検討（京北幼稚園） 

[67] 「京北幼稚園将来構想の検討」 

出生者数の減少、文京区への人口流入の鈍化、近年の同区内私立認可保育園の

急増等、取り巻く社会情勢が厳しさを増すなか、学校法人と幼稚園とが一体と

なった改革の体制を整備し、創立百十余年の歴史を有する京北幼稚園を、社会

や地域の要望にさらに応えられる存在として発展的に存続させる。 

・「生きる力」教育の推進（京北幼稚園） 

[68]「未来につながる基本的な「人間力」を養う園づくり」 

予測困難な時代にあっても、自ら課題を見つけ、自ら学び、行動し、明るい未

来を創造していく「生きる力」を、子どもたちの集団生活の第一歩となる幼稚

園で、仲間との共生、遊びを通して育てる。すべての行事の目的を明確にし、

周囲との関りの中で、自立心、共同性、道徳性、社会性、豊かな感性と表現力

等を育成する。 

 

7.制度・体制の整備 

・学生の教育情報の統合と AI 解析の活用 

[69] 「"3 万人の Learning Journey"の羅針盤となる CLMS の構築」 

2021 年度より教育 DX 推進本部を設置し、全学部生を中心とした教育・学

修データを統合する、データ統合基盤を構築したうえで、入学から卒業・卒業

後までの学び＝「知」の旅（Learning Journey）の羅針盤として高度なデー

タ活用を実現する。またオンキャンパスとオフキャンパスでの学習スタイル

を高度化し、学生一人一人の学びのスタイルを支援できるように体制を整え

る。 

・全学的内部質保証推進体制の整備 

[70]「自己点検・評価体制の確立とその検証の推進体制の構築」 

各学部・研究科の自律的な自己点検・評価体制を確立する。DP、CP、AP の

３つのポリシーの達成を念頭に、各学部・研究科が策定した中期計画等に対し、

学部・研究科内の自己点検組織による点検を行い、さらに大学評価統括本部に

よる「点検の質」の確認を行う。その結果を踏まえ、学部・研究科の自律的な

改善に加え、全学としての質保証の在り方を検証し、質向上に向けて取り組む。 

・教育の外部評価の導入 

[71]「カリキュラムの検証等における外部評価の導入」 
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カリキュラムの検証を含む自己点検・評価体制について、社会からの視点を採

り入れるよう、外部評価を導入する。全学としては、大学評価統括本部が主体

となり、年 1 回の外部評価を必須とし、各学部・研究科では、中長期計画の

状況を勘案し、評価指標等を作成したうえで、カリキュラムの外部評価を受け

る。 

・学修成果測定指標の策定と活用 

[72]「学修成果（Learning Outcomes）指標の開発と授業シラバスとの連動」 

DP に示す学生の能力等について、客観的な測定を行い、カリキュラムの改善、

FD の充実等に活用する。学科ごとに DP とカリキュラム、DP と各科目の関

係性対応表を作成し、指標作成のための枠組みとする。また、授業ごとの「学

修到達目標」を、DP 達成のための妥当性の観点から見直す。学修成果測定に

あたっては、GPA、各種アセスメントテストといった定量的な指標以外に、

学生の成長に対する多面的な測定を行うため、学修者本人による学修到達確

認、成長実感などを加味していく。 

・教育体制・制度の整備 

[73]「多様な分野からの高度な能力を備えた教育人材の登用」 

学問分野の特性に応じた柔軟な雇用形態を整備し、高度な教育人材を登用す

る。外部人材の特任教員ポスト創設等により、学部・研究科の教育の特徴をよ

り一層際立たせ、学問分野に応じた教育効果の向上を図る。 

[74]「ICT 活用支援等の授業改革支援体制の強化」 

現状の ICT インフラをさらに充実させ、教育の場や機会を柔軟にし、学習可

能時間の増加を目指すとともに、カリキュラム設計や教育プログラム開発を

より多様なものにする。国内外の MOOCs（Massive Open Online Courses

／大規模公開オンライン講座）への参画も視野に入れる。 

・グローバル化事業の自走化 

[75]「東洋大学グローバルサービス株式会社による自走化」 

2018 年 3 月に学校法人の 100%出資で設立した事業法人「東洋大学グロー

バルサービス株式会社（TUGS）」は、法人全体のグローバル事業を推進する

ため、事業による収益を学校法人に寄付金として還元することでスーパーグ

ローバル大学創成支援の補助終了後もグローバル事業を持続可能とするため

のものである。今中期計画において、その自走化を一層進める。 

・学生支援システムの整備 

[76]「学生支援システムの整備（施設借用、緊急時対応、拾得物検索、安否確認、防

犯）」 

今中期計画において大学施設の借用、緊急時の対応、遺失物の検索、安否情報

の確認、防犯の推進等のための学生情報システムを整備、改善することで、学

生の課外活動を支援し、学生生活の安心・安全を確保する。あわせて窓口業務

のスリム化を図り、学生の負担を軽減するとともに、窓口における対面支援の

質を向上させる。 

 

8.教育環境整備  

・情報環境（ICT・IoT・NW 等）整備 
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[77]「次世代に対応するネットワーク基盤強化」 

2020 年度に赤羽台キャンパスＢ地区に竣工する新校舎や、2022 年度に竣

工する同キャンパスＣ地区の新校舎、ライフデザイン学部移転後に再開発し

2023 年度に竣工する朝霞キャンパスの新校舎など、キャンパスの再編に合

わせて必要な情報環境整備に取り組む。 

[78]「Society5.0 に向けた情報環境整備」 

ICT、IoT の活用において不可欠なネットワーク基盤に関し、今中期計画にお

いてネットワーク基盤も大容量、高速化に向けた環境整備を進める。具体的に

は無線 LAN 環境の強化として、アクセスポイントの増設、 Wifi6 への移行、 

学内ネットワークバックボーンの増速化を 5 か年計画に従い、年度ごとに進

めていく。また、2020 年度新型コロナウイルス感染症の対応として実施す

ることになった多様な授業運営方法をさらに発展させることを目指し、情報

関連設備を拡充する。 
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Ⅲ.社会貢献・社会連携に関する中期計画 

 

身近な地域から遠い世界まで、広く社会と連携し、深く貢献していくためには多分野の

「知」が必要である。13 学部 50 学科・専攻、15 研究科 37 専攻を有し、3 万を超える

学生・生徒が学ぶ東洋大学や附属学校は社会貢献・社会貢献のための十分なリソースを持つ

とともに、社会貢献・社会連携活動を推進することが責務である大きな教育機関である。 

今中期計画では、研究活動と教育活動の高度化が社会貢献・社会連携活動の高度化に繋が

ることを前提に、教職員や学生が活動の中で奮闘し、より多くの人に明るい未来を届けるた

めの社会貢献・社会連携活動の推進を計画している。 

 

1.生涯学習 

・人生 100 年時代の学びのサポート 

[79]「生涯学習のための多様な機会の提供」 

人生 100 年時代において、「学ぶ→働く→休む」という３ステージの単線的

な人生ではなく、様々なフェーズを並行して進む「学ぶ／働く／学び直す」と

いったマルチステージの人生を送る人々を支援するため、全国各地への講師

派遣、資格取得講座、卒業生を中心とした講座の実施等、人生 100 年時代に

合った生涯学習のための多様な機会を提供する。 

・グローバル時代の幅広い学修機会の提供 

[80]「全世代型グローバル教育の提供」 

グローバル時代において、大学生だけでなく幼稚園から小、中、高までの児童・

生徒、社会人から高齢者まで、すべての世代に向けて幅広い学修機会を提供す

るため、英会話を中心に、基礎能力やビジネスイングリッシュの向上、TOEIC

等のスコアアップ等を目的とした各種講座に加え、宿泊型のプログラムを実

施する。 

 

2.ボランティア活動 

・ボランティアマインドの涵養 

[81]「学生のボランティア活動の推進と支援」 

学生のボランティア活動の推進のため、日常的活動、地域おこし、被災地支援、

オリンピック・パラリンピック・ボランティア活動等、様々なフェーズのボラ

ンティア活動の機会を提供する。また、人間力の向上を目的とした「社会貢献

活動入門」等の科目の開講や、全学的なボランティア支援体制の整備等により、

ボランティアマインドを醸成するための環境も充実させる。 

・社会的課題に対応したボランティアの推進 

[82]「学生と教職員が共同して進める地域活性化」 

社会的課題に対応したボランティア活動の一環として、学生が地域住民とと

もに課題解決を行う機会を提供し、地域への理解、学生自身の成長、地域で活

躍する人材（学生、地域住民）の育成に貢献する。また、ゼミ活動等と連動さ

せることによって、教員の指導の下、地域の課題を分析、質の高い活動を展開

し、単年度では解決できない問題の解決に継続的に支援していく。 

・災害等緊急支援ボランティアの推進 
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[83]「学生と教職員による首都直下型地震・南海トラフ巨大地震等の対策」 

災害等緊急支援ボランティア活動を推進するため、学生ボランティアの育成

と支援体制の整備を行う。防災教育の充実、ボランティア経験者数・防災講習

会受講者数の増、防災・減災リーダーの育成等によって学生ボランティアを充

実させ、学生と教職員が連携・協力したボランティア体制を構築する。 

 

3.アジアのハブとしての貢献 

・福祉社会デザインの展開 

[84]「健やかに子どもが育ち、高齢者が生き生きと、障がい者が障害なく、マイノ

リティもストレスなく、誰もが住みやすい街で暮らせる社会のデザインを世界に発

信」 

2023 年度に開設する「福祉社会デザイン学部」の研究教育を通じて貢献し

ていく。国内外の研究機関との連携による世界的な教育・研究の実現、また、

地球規模の視野と豊かな国際感覚を持った人材の輩出を通じて、日本国内に

おける振興はもとより、広く世界へ福祉社会のデザインを発信していく。日本

人によるアジア諸国への展開、留学生による母国への還元、更には、東洋大学

のアジアのハブとしての拠点形成による貢献を目指す。 

・健康社会デザインの展開 

[85]「スポーツを通じて人々が繋がり健康を増進する社会のデザインを世界に発信」 

2023 年度に開設する「健康スポーツ科学部」では、様々なスポーツコンテ

ンツを通じた社会課題の解決を通して、人々の健康や幸福への貢献と高い

QOL の提供、人間価値の創造を目指す。それらを日本国内において新興させ

ることはもとより、アジア諸国へも、健康スポーツの科学的情報の提供、ヘル

スプロモーションの教育研究の展開、体育科教育・学校保健の指導法の提供等

を展開していくことで、アジアのハブとして貢献する。 

[86]「栄養を通じて人々の健康を増進する社会のデザインを世界に発信」 

    SDGs で明文化されている「栄養状態の改善」に基づき、健康関連産業は ESG

投資に合致する経営に主軸を置く。日本の栄養士養成カリキュラムは、単位互

換や人事交流が積極的に行われ始め、ベトナムを起点として東南アジアで創

成期の段階にある。これらを踏まえ、2023 年度に開設する「健康スポーツ

科学部」は国際展開を行っている健康関連産業との共同研究や海外大学との

連携を通して、日本国内における振興はもとより、アジア諸国を対象に地球規

模の視野と豊かな国際感覚を持った人材を輩出することで貢献する。 

 

4.官、民との連携 

・学部の教育活動をいかした自治体や企業との包括的な連携 

[87]「地域連携プラットフォームに基づく東京都北区との連携推進」 

東京都北区との包括協定に基づき組織した地域連携プラットフォームをベー

スに、2023 年度に開設を予定する福祉社会デザイン学部、健康スポーツ科

学部の東京都北区をフィールドとした教育・研究を生かし、健康・スポーツ、

子ども、高齢者・障害者、地域福祉、まちづくり等の分野に関する連携事業を

推進する。 
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5.ステークホルダーとの連携 

・保護者と支え合い助け合う関係の構築 

[88]「父母・保証人向けサービス向上による東洋 ONE TEAM 化の促進（保証人マ

イページの導入）」 

保護者との支え合い助け合う関係を構築するため、成績表のダウンロード、就

職セミナー映像の閲覧、学費等のキャッシュレス決済等が可能な保証人マイ

ページを導入し、大学と保護者が一体となった学生支援を実現する。併せて、

保証人の会である東洋大学甫水会と連携して、学生の各種試合・イベントのチ

ケットの無料配布等限定サービスを行い、東洋 ONE TEAM 化を促進する。 

・卒業生と支え合い助け合う関係の構築 

[89]「卒業生サービスの向上（卒業生システムの強化）」 

卒業生との支え合い、助け合う関係を構築するため、大学主催のイベントへの

参加機会の充実、大学に関する情報提供の充実等、卒業生向けサービスを向上

させる。また、サービスの認知度アップ、利用の促進によって、卒業生との広

く深い関係を構築する。 

 

6.広報活動 

・「応援したい」と思ってもらえる広報の展開 

[90]「学生のスポーツや教育活動等の積極的な配信による、「応援したい」と思って

いただける広報の展開」 

創立者井上円了の「建学の精神」に基づく活動、スポーツ振興・アスリート支

援（東京オリンピック・パラリンピックを含む）、社会連携・社会貢献活動等、

本学の特徴的な取組みを Web メディアを活用して積極的に発信することで、

「応援したい」と思っていただける広報を展開し、社会への貢献や、組織の更

なる活性化に繋げる。 

・「期待したい」と思ってもらえる広報の展開 

[91]「教育・研究活動の国内外への積極的な配信による、「期待したい」と思ってい

ただける広報の展開」 

卓越した教育研究活動や、新しい分野の学部・学科の設置、国内外のさまざま

な機関・研究者との連携等、教育・研究に関する本学の先進的な取組みを積極

的に発信することで「期待したい」と思っていただける広報を展開し、社会へ

の貢献、教育研究の更なる活性化に繋げる。 
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Ⅳ.新規事業計画 

 

教育のグローバル化、人口の減少と地方の過疎化等、教育機関を取り巻く環境の急速かつ

激しい変化や、予期せぬ突発的な事態に的確に対応するためには、常に変化に備えた態勢で

いることが求められる。社会から求められ、かつ東洋大学をはじめとした各設置学校におい

て必要な教育を展開し続けるためには、何をどのように教育するのが最善かを、常に考えて

いなければならない。 

今中期計画における新規の事業計画は以下の通りであるが、大規模なキャンパスの再編、

学部・学科の改編等、2037 年の 150 周年に向けて、今後の東洋大学の在り方に大きなイ

ンパクトを与えるものである。 

 

1.赤羽台キャンパスの整備 

・B 地区開発（校舎建設） 

・ライフデザイン学部の移転 

・C 地区開発（アリーナ・図書館等の建設） 

・D 地区開発（学生寮の建設） 

[92]「ライフデザイン学部の赤羽台キャンパス移転」 

2021 年度に、ライフデザイン学部、ライフデザイン学研究科を現在の朝霞

キャンパスから赤羽台キャンパスに移転し、修学キャンパスとする。北区との

連携による教育・研究の推進、新設の施設・設備による教育効果の向上と研究

環境の充実を目指す。 

[93]「赤羽台キャンパス新校舎建設計画（赤羽台敷地 B・C）」 

ライフデザイン学部移転（2021 年）に伴い、赤羽台キャンパス敷地 A（情

報連携学部使用）隣地の敷地Bへの新棟WELLB HUB-2（床面積21,980.12

㎡、2021 年 1 月竣工）の建設に続き、健康スポーツ科学部、福祉社会デザ

イン学部の設置（2023 年）にあたり、敷地 B の隣地の敷地 C に、体育館ア

リーナ、実験室、実習室、研究室、図書館、食堂等（計画床面積 32,000 ㎡

程度、2023 年 1 月竣工予定）を建設する。新学部設置を見据え、次世代の

教育研究環境の実現を目指す。 

[94]「学生寮建設計画（赤羽台敷地 D）」 

赤羽台キャンパス敷地 A（情報連携学部使用）隣地の敷地 D に、外国人留学

生と日本人学生が混住する学生寮AI-House HUB-4（床面積9,340.03㎡、

2022 年 1 月竣工）を建設。この混住型学生寮の建設により、外国人留学生

に対する本学のプレゼンスを向上させるとともに、日本人学生との交流の機

会を増やすことで、大学のより一層の国際化を図る。 

[95]「キャンパス再編・学部改組における情報環境整備」 

建設が予定されている赤羽台キャンパスの新棟（赤羽台キャンパス敷地 B、C）

の情報環境整備を行う。整備にあたっては、ICT 活用計画、ネットワーク基盤

強化といった全キャンパスにおける計画を念頭に、データ収集・分析等に適し

た環境整備を行うことで、Society5.0 時代に求められる教育研究環境の構築

を目指す。 
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2.福祉社会デザイン学部の設置 

・社会福祉学科の再編：福祉教育の一体化による教育研究の発展 

・子ども支援学科の設置：現代的課題に対応できる保育専門家の養成 

・人間環境デザイン学科の再編：デザインを通じた社会課題の改善 

[96]「福祉社会デザイン学部の設置」 

202３年度に、ライフデザイン学部、社会学部第 1 部社会福祉学科を改組し、

赤羽台キャンパスに「福祉社会デザイン学部」を設置する。福祉系学部学科の

統合による福祉系教育体系の一本化、学部・学科、研究科・専攻の教育・研究

体系の一体化、北区との全面的な連携による教育・研究の質向上等を目指す。

ソフト・ハード両面での福祉の一大拠点とし、国内外、とりわけ「アジアのハ

ブ大学」としてアジアに向けて福祉分野の知見を発信する。 

[97]「社会福祉学研究科の再編」 

新学部「福祉社会デザイン学部」の設置に伴い、関連する大学院を再編する。

改組対象は、現在の社会福祉学研究科社会福祉学専攻、ライフデザイン学研究

科生活支援学専攻、人間環境デザイン専攻。新学部の学科・教員構成を基に、

研究科・専攻を再編する。 

 

3.健康スポーツ科学部の設置 

・健康スポーツ科学科の設置：スポーツ科学による健康づくりとアスリートの競技力向

上 

・栄養科学科の設置：栄養科学による健康づくりとアスリートの競技力向上 

[98]「健康スポーツ科学部の設置」 

202３年度に、ライフデザイン学部健康スポーツ学科、食環境科学部食環境

科学科スポーツ・食品機能専攻を改組し、赤羽台キャンパスに「健康スポーツ

科学部」を設置する。スポーツ系の学科・専攻の統合、「スポーツ」と「栄養」

の連携による高度な健康科学の追求、「健康」と「福祉」の連携、「健康」と「情

報」の連携等、総合的なアスリート支援体制の構築を目指す。これからの日本

及び国際社会が抱える少子高齢化・人口減少といった諸問題に、スポーツ科学、

栄養科学、健康科学等の研究成果によって貢献し、「スポーツの知の拠点」と

なることを目指す。 

[99]「健康スポーツ科学研究科（仮称）の設置」 

新学部「健康スポーツ科学部」の設置に伴い、2023 年度に、関連する大学院

を改組し、「健康スポーツ科学研究科（仮称）」を設置する。改組対象は、ライ

フデザイン学研究科健康スポーツ学専攻、食環境科学研究科食環境科学専攻。

新学部の学科・教員構成を基に、研究科・専攻を再編する。 

 

4.朝霞キャンパスの整備  

・キャンパスの再開発（校舎建設・保存書庫整備） 

・板倉・川越キャンパスからの移転 

[100]「朝霞キャンパス再整備計画」 

生命科学部、食環境科学部、理工学部生体医工学科の移転（2024 年）に伴

い、朝霞キャンパスに、新棟（計画床面積 30,000 ㎡程度、2024 年 1 月竣
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工予定）を建設する。移転時の学部再編を見据え、次世代の教育研究環境の実

現を目指す。また、現在板倉キャンパスで活動する運動部の活動環境の整備も

同時に行う。 

[101]「キャンパス再編・学部改組における情報環境整備」 

建設が計画されている朝霞キャンパス新棟の情報環境整備を行う。整備にあ

たっては、ICT 活用計画、ネットワーク基盤強化といった全キャンパスにおけ

る計画を念頭に、データ収集・分析等に適した環境整備を行うことで、

Society5.0 時代に求められる教育研究環境の構築を目指す。 

[102]「生命科学部、食環境科学部、生体医工学科の朝霞キャンパス移転」 

2024 年度に、生命科学部、食環境科学部、生命科学研究科、食環境科学研究

科を現在の板倉キャンパスから朝霞キャンパスに移転し、また、理工学部生体

医工学科、理工学研究科生体医工学専攻を、現在の川越キャンパスから朝霞キ

ャンパスに移転し、修学キャンパスとする。社会が抱える要求に応えることが

できる多様な人材、新しいアイデアから社会的意義のある価値を創造できる

人材、地球規模の視野を持ち考えることのできる人材を育成し、SDGｓ達成

と Society5.0 社会実現への貢献を目指すキャンパス・学部とする。 

 

5.生命科学部の再編 

・生命科学科の再編：地球環境維持と人類社会の発展 

・生物資源学科の設置：有用生物資源利用による人類社会の発展 

・生体医工学科の再編：生命工学技術を応用した生活の質の向上 

[103]「生命科学部の再編」 

生命科学部（板倉キャンパス）、理工学部生体医工学科（川越キャンパス）の

朝霞キャンパスへの移転（2024 年）に伴い、現在の生命科学部と理工学部

生体医工学科を、新学科を含む新たな生命科学部へと再編する。入学生の多様

化促進と連携教育によるカリキュラムの高度化、学問の垣根を超えたプロジ

ェクト研究によるイノベーション、外部機関との共同研究・産学共創による高

い研究能力の醸成、学際領域で活躍する優秀な若手研究者の積極的雇用等を

目指し、新コース制による「広く、そして、深い教育」を実現する。 

[104]「生命科学研究科の再編」 

生命科学部、理工学部生体医工学科の再編に伴い、2024 年度に、関連する

大学院を再編する。改組対象は、現在の生命科学研究科生命科学専攻、理工学

研究科生体医工学専攻。再編後の学部の学科・教員構成を基に、研究科・専攻

を再編する。 

 

6.食環境科学部の再編 

・食環境科学科の再編：低環境負荷で持続可能な食環境の創造 

・フードデータサイエンス学科の設置：データサイエンスによる食の偏在・ロスの解消 

・健康栄養学科の再編：次世代のライフスタイルに向けた新たな栄養管理 

[105]「食環境科学部の再編」 

食環境科学部の板倉キャンパスから朝霞キャンパスへの移転（2024 年）に

伴い、現在の食環境科学部各学科を、新学科を含む新たな食環境科学部へと再
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編する。食に関わる全ての問題に対応する唯一の学問領域として、低環境負荷

で持続可能な先駆的食環境産業の提案・開発・推進、データサイエンスを駆使

した食の偏在・ロスの解消、人間活動の高度化に対応した新しい栄養管理の提

案・実現により、「食の高次化」「次世代の食」を提案・実現し、「健康寿命の

延伸」を図る。 

[106]「食環境科学研究科の再編」 

食環境科学部の再編に伴い、2024 年度に、関連する大学院を再編する。改

組対象は、現在の食環境科学研究科食環境科学専攻。再編後の学部の学科・教

員構成を基に、研究科・専攻を再編する。 

 

7.板倉キャンパスの利活用 

・板倉キャンパスの跡地利用の検討 

[107]「板倉キャンパスの跡地利用」 

生命科学部、食環境科学部の朝霞キャンパス移転（2024 年）に伴い、板倉キ

ャンパスの活用方法について検討・決定する。教育研究施設のほか、運動部合

宿所、グラウンドも含めて検討する。群馬県及び板倉町とも協議のうえ、本学

にとり有効な活用方法を模索する。 

 

8.社会学部の再編 

・国際社会学科の設置：ダイバーシティ・マネジメントを担えるグローバルシチズンの

育成 

[108]「国際社会学科の設置」 

2021 年度に、社会学部社会文化システム学科を改組し、国際社会学科を設

置する。在日外国人数の急激な増加等にみられる日本社会の変化、環境破壊や

紛争等国境を超える課題にみられる世界情勢の変化のなかで、多様性を積極

的に活用し、課題を創造的に解決してく現場立脚型の「グローバル・シチズン

シップ（地球市民としての資質・態度）」教育及び人材育成を目指す。 

 

9.川越キャンパスの整備とアカデミックプランの検討 

・川越キャンパスにおけるアカデミックプランの検討 

 [109]「生体医工学科移転後の川越キャンパスにおけるアカデミックプランの策定」 

現在理工学部に所属する生体医工学科が朝霞キャンパスに移転することを好

機として、2024 年 4 月以降の川越キャンパスのアカデミックプランについ

て、2025 年度以降の学部学科等の再編や、施設の建替え及び改修、設備の

更新等も含めて検討し、2023 年度中にプランを策定する。 

 

10.大学創立 150 周年を見据えた計画の策定 

・創立 150 周年を見据えた長期計画の策定 

[110]「次期中期計画及び創立 150 周年を見据えた長期計画策定のための体制の整

備」 

現在、進行中の中期計画「TOYO GRAND DESIGN 2020-2024」が終了

する 2024 年度を見据え、次期中期計画「TOYO GRAND DESIGN 2025-
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2029」の策定の準備を 2023 年度下期に開始する際に、東洋大学創立 150

周年を見据えた長期計画の策定を並行して行うための全学体制を構築する。

体制の構築に当たっては全学から広く人材を募り、新しい世代による、新しい

東洋大学を描く。 
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Ⅴ.ガバナンス・マネジメントに関する中期計画 

 

2020 年 4 月施行の改正私立学校法により学校法人のガバナンス強化が求められている。

また、年々難しくなる社会情勢の中で学校法人や設置学校の持続可能性を考えれば、法人ガ

バナンスだけでなく、財務マネジメント、人事マネジメント、ファシリティマネジメントを

ベースとした各種マネジメントの高度化が必須である。今中期計画においては、ガバナン

ス・マネジメントに重点を置き、以下の通りの計画を立てている。 

 

1.法人ガバナンス（ガバナンスコードの遵守） 

本法人は、日本私立大学連盟が 2019 年 6 月に策定した私立大学ガバナンスコード

（第 1 版）を踏まえ、本法人において一層の強化が必要と考えられるものについて、

今中期計画に位置付けている。 

・長期的戦略の立案 

[111]「国内外の教育研究情勢調査及び大学運営戦略能力の強化」 

東洋大学創立 150 周年（西暦 2037 年）や、22 世紀に向けてどのような学

校経営をしていくのかを考えるためには、5 年程度の展望では足りず、数十年

のタームで大学経営戦略を構築する必要がある。そのため、国内外の教育研究

情勢や世界の動向を幅広く意識し、高度な戦略を構築する能力を強化する。 

・信頼性・透明性の確保 

[112]「学校法人東洋大学の総合的な広報戦略策定体制の整備及び戦略策定」 

本法人の広報は、大学、各高等学校・各中学校、幼稚園と、設置校ごとに異な

る社会的位置づけに鑑み、法人全体の戦略と共通の指針を持たず個別に広報

活動を展開している。法人構成校の一体感・接続性を高め、共通した「哲学」

を伝え、東洋大学像が社会一般により深く認知されるようになるために、学校

法人全体として総合的な広報戦略を策定・検証する体制を整備し、広報活動を

推進する。 

[113]「情報公開体制の整備」 

法令で定められた情報の公開はもとより、本法人における教育研究活動や経

営に係る公開すべき情報については、公正かつ信頼性の高い情報を迅速かつ

網羅的に発信する必要がある。社会的な説明責任を果たすとともに幅広いス

テークホルダーの理解が得られるよう公開情報へのアクセス方法やわかりや

すさなどを更に工夫するとともに情報公開に関する基準等を整備する。 

[114]「コンプライアンス基本規則の整備」 

本法人における業務は、法令、社会規範、本法人が定めた諸規則、本法人が策

定した行動規範に基づき実行されなければならない。その根幹となる本法人

におけるコンプライアンス基本規則を整備し、役員、教職員によるコンプライ

アンスの徹底を推進する。 

[115]「法務業務体制の強化」 

グローバル化に伴う法務やキャンパスの更なる整備等はもとより構成員によ

る各種のトラブル等の対応に関しては法令に基づく適切な措置が求められる。

法律顧問契約による法律相談窓口を設置しているが、法務部門の部署を設置

するなど、迅速かつ的確な法的根拠のもと業務に取り組むことができる環境
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を整備し強化する必要がある。 

[116]「監事監査体制の整備」 

改正私学法（2020 年 4 月 1 日施行）では、監事の機能（権限）が強化され

たが、法人ガバナンスの監査体制は、監事監査に限るものでなく本法人に著し

い損害を及ぼすおそれのある事象について総合的に対応できるようにする体

制や、常勤・常任監事の登用を検討し、より一層内部監査室、会計監査人と連

携する体制など、監事監査を支える体制を整備する。 

・継続性の確保 

[117]「役員の権限の整備」 

本法人における役員の権限は最終決裁権限者である理事長に集中したものに

なっており、比較的軽微な案件の処理に対するスピード感を欠くものとなっ

ている。役員の権限を再考することにより、合理性とスピードのバランスをと

った意思決定ができるように整備を進める。 

[118]「危機管理体制の整備」 

震災や新型コロナウイルスの発症など、予期せぬ事態により、一瞬にして事業

の継続が困難になりかねない事例が続いている。大きなリスクに対しどのよ

うに備え、如何に事業の継続を担保するか、今中期計画において危機管理体制

を再整備する。 

 

2.財務マネジメント 

・健全な財政構造の維持 

[119]「健全な財政構造維持のための財政計画の実行」 

赤羽台キャンパスの開発や朝霞キャンパスの再開発以降を見据え、事業活動

収支差額において持続的に 5%程度のプラスを確保する計画の実行とあわせ、

減価償却費相当分の確実な減価償却引当特定資産への組み入れを行う。 

・確実な資金運用 

[120]「確実な資金運用」 

2018 年度に資金運用方針を変更して従来の運用をリセットし、2019 年度

よりポートフォリオを構築して運用を開始した長期資金運用（5～10 年程度）

と、一部ファンドの運用を開始している超長期資金運用（10 年以上）状況の

検証を行い、資産配分及びファンドの見直しを行う。 

・寄付募集の促進 

[121]「「応援したい」と思っていただける募金活動の展開」 

現時点で事業収入の 8 割が学納金収入となっている本法人において財政の健

全性を維持するためには、新たな収入源の確保が必須である。法人全体のグロ

ーバル化やスポーツの強化等によりブランド力が高まってきている状況は寄

付募集の促進の格好の時機であり、今中期計画期間で態勢を整備する。 

 

3.人事マネジメント 

・グローバル化への対応 

[122]「教職員のグローバルマインドの醸成」 

スーパーグローバル大学創成支援事業の採択期間終了後においてもグローバ
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ル化を牽引する大学となるため、教職員のグローバルマインドの醸成を一層

推進する。具体的には語学力の強化にとどまらず、異文化理解や海外大学の視

察など、より実践的な研鑽を推進する。 

・ダイバーシティ&インクルージョンの推進 

[123]「多様な人材を活用した研究力・教育力・社会貢献力の強化」 

本学の研究力・教育力・社会貢献力の強化においては、他大学や公的研究機関

及び民間企業等との連携が必要である。具体的には研究者等がそれぞれの機

関における役割に応じて研究・開発及び教育に従事することを可能にするク

ロスアポイントメント制度を導入する。 

・働き方改革の推進 

[124]「ワークライフバランスの実現」 

高齢者雇用安定法の改正に対応し、少子高齢化に伴う労働力不足に対応する

ため、高齢者の労働力活用を促進する。具体的には職員の定年年齢を 65 歳に

引き上げるための環境を整備する。また、働き方改革関連法に基づく法令遵守

の観点から就業規則等において未整備となっているものについて検討を進め、

ワークライフバランスの充実を図る。 

・安全で快適な就労環境の実現 

[125]「ハラスメントの防止」 

年々増加の傾向にあるハラスメント事案を抑止するため、現在の「ハラスメン

トの防止等に関する規程」を改正し、ハラスメントに起因する懲戒案件事例等

の学内公表を行う他、教職員向け研修会の内容の見直し等を行い、ハラスメン

トの防止を推進する。 

・教職員の高度化 

[126]「専任職員育成システムの改善」 

「理想のリーダー像に必要な資質」を身に付けることを目的として、新卒の

1 年目から 10 年目、さらに役職別に整備してきた従来の職員研修プログラ

ムのうち、今後大学職員として求められる能力を検証した上で、職場の中心

となる管理職の研修や中堅職員層の研修プログラムを改善する。とりわけ、

業務の DX のために今後大学職員に広く求められる IT スキルの習得につい

て、INIAD（情報連携学部）と連携しながら研修内容を検討して実践する。 

 

4.ファシリティマネジメント 

・施設の長寿命化と予防保全 

[127]「施設設備整備計画（中期 5 カ年計画）の実施」 

大きな投資を伴う事業計画を戦略的かつ計画的、効果的に実行するためには、

経常的な中規模修繕等の施設設備の整備を計画的に実施することが必要であ

る。今中期計画期間における具体的な「施設設備整備計画」を立てて施設設備

の長寿命化と予防保全に努め、毎年見直しながら各年度の事業として予算に

組み入れていく。 

・地球環境の保全 

[128]「温室効果ガス対策」 

法人所有施設の有効活用と温室効果ガスの排出削減の両立は簡単ではないが、
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本法人では両者のバランスを取りながら、地球環境の保全に努めていく。「省

エネ」、「脱炭素エネルギーの利用拡大」を国や自治体の取り組みを踏まえて推

進し、目標値を設定して温室効果ガスの発生量を削減する。 

・施設管理の高度化 

[129]「施設管理の高度化（品質、安全と環境、コスト）」 

施設設備を計画的に高度に管理するため、施設管理業務の仕様を明確にし、仕

様に見合った適切な価格で安全と環境に配慮した管理業務を委託する。 
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今中期計画期間の財政計画は、以下のとおりである。 

 

 

（単位：千円） （単位：千円）

項　目 金　額 項　目 金　額

①教育活動収入計 224,445,823 ①教育活動資金収入計 224,635,742

②教育活動支出計 213,832,517 ②教育活動資金支出計 180,425,140

　　（うち人件費） 109,547,566 ③教育活動資金収支差額（①-②） 44,210,602

　　（うち教育研究経費） 94,675,694 ④施設設備等活動資金収入計 22,793,631

　　　　　（うち、減価償却費） 28,842,462 ⑤施設整備等活動資金支出計 75,303,330

③教育活動収支差額（①-②） 10,613,306 　　（うち、事業計画支出） 52,302,621

④教育活動外収入計 2,536,898
⑥施設整備等活動資金収支差額

　　（④-⑤）
 △52,509,699

⑤教育活動外支出計 125
⑦小計（教育活動+施設整備等活動）

　　（③+⑥）
 △8,299,097

⑥教育活動外収支差額（④-⑤） 2,536,774 ⑧その他の活動資金収入計 6,706,405

⑦経常収支差額（③+⑥） 13,150,080 ⑨その他の活動資金支出計 4,007,100

⑧特別収入計 803,915
⑩その他の活動資金収支差額

　　（⑧-⑨）
2,699,306

⑨特別支出計 1,467,941 ⑪支払資金の増減額（⑦+⑩）  △5,599,791

⑩特別収支差額（⑧-⑨）  △664,027

⑪基本金組入前当年度収支差額

　　（⑦+⑩）
12,486,053

⑫基本金組入額合計  △37,580,041

⑬累積収支差額（⑪+⑫）  △25,093,988

※　入学定員が確保できていることを収入条件とした。

※　教職員人件費は現状を維持することを支出条件とした。

学校法人東洋大学　中期財政計画

2020年度～2024年度（ローリング版）

【収支計画】 【資金計画】
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＜参考資料１＞ 

 

学部・研究科の中期計画（概観） 

 

■学部 

 

・文学部 

変化する社会に生起する事象の本質を見極めるため哲学的なものの見方を養い、権威

や権力にとらわれず判断し、「独立自活」を目指す実力を養う。そのために、本質を掘

り下げる教育と、実践的な力を養う指導とを両輪として提供できるような教育研究組

織を強化する。 

 

・経済学部 

経済学部では、学生の目線に立って、学生の豊かな人間性に基づき、経済理論を基礎に、

国際的視野を持って、内外の経済社会を学際的に考える、幅広い知識と的確な判断力を

備えた、主体性、自立性のある人材を養成することを長期目標とする。 

 

・経営学部 

幅広い教養、経営全般に係る知識・スキルに基づき社会的課題に対して自らの考え方や

ものの見方を持つとともに、それをグローバルに発信できる有為な人財を育成し、学部

としての魅力を高め、学生満足度を高めていく。 

 

・法学部 

法学部の志向するところは、（１）社会に安定した秩序を実現し、正義の要求を満たし

て、人々に公平かつ平等な生活を確保することを目的とする学問的体系的に研究する

とともに、（２）そこに学ぶ者が、豊かな教養と専門的学識に加え、深く、広い見識を

身につけ、緻密な分析力と総合的な判断力を備えた法的思考能力を養って、将来、法律

専門職はもとより、どのような職域にあっても、自己の担当する職務を通じて、全体を

見通した幅広い視野からの適切な判断ができる人材に成長するように教育することで

ある。 

 

・社会学部 

学部再編を契機として各学科の特色を明確にし、体系的に専門教育を行えるように教

員構成を整え、学年進行に配慮したカリキュラムを編成する。理論と方法論の知識を背

景に、演習や実習において実践される主体的学修の意義と成果を、対外的に発信し評価

を受ける体制を構築する。 

 

・国際学部 

グローバルな視点から国際社会，地域社会の諸課題の解決につながる研究を推進し，そ

のためのイノベーションや地域づくりのアプローチを学生が学び，その現場を経験す

ることを通して社会の諸課題の解決に貢献する人材を輩出する。 
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・国際観光学部 

産官学連携を重視しながら，国内外の競合大学との差別化を図り，国策である観光立国

を支える教育・研究機関としての地位を確保する．加えて，観光現場への習熟と理論応

用力を同時に養い，語学力と日本理解度を高めながら，グローバル人材の育成に邁進す

る． 

 

・情報連携学部 

AI、IoT 時代において、最先端の ICT やデータを駆使することで、あらゆる分野や都

市、さらに社会全体に新しいイノベーションやデジタルトランスフォーメーションを

起こしていくための先進的な教育研究を展開する。 

 

・ライフデザイン学部 

ライフデザイン学部は 2021年度にキャンパス移転、2023年度には学部再編を予定

しており、今後の更なる発展を目標とする。具体的には、各学科・専攻の専門領域にお

いて、ＱＯＬの向上に資する高い専門性を獲得すると同時に、ＳＧＤｓの達成に貢献で

きる人材の育成を目指す。 

 

・理工学部 

科学技術の細分化と複雑化する中、それに対応する 2021 年度カリキュラム編成を再

構築すると同時に、学科毎の研究組織と学科を横断する研究体制を推進し、従来の枠に

捉われない教育と未来開拓研究活動に挑戦する。 

 

・総合情報学部 

システム情報、心理・スポーツ情報、メディア文化を中心とし、最新の理論と実践の両

面で質の高い文理融合教育を学部・大学院と一体化して実現し、様々な分野で国際レベ

ルで活躍できる多様なグローバル人材を育成する。 

 

・生命科学部 

学部学科の将来構想と教員組織編成方針に従い、教員人事計画を含む教育研究組織の

整備を進め、入学者志願者数の維持、向上や学生の就職支援の改善（理系に特化した就

職先、大手企業への就職など）を実現する。 

 

・食環境科学部 

哲学思想に基づく専門教育の充実により、食を総合的に理解した専門家の育成を目指

すとともに、食の技術革新研究、ビッグデータの利活用技術の開発、 健康寿命の延伸

と健康づくりに資する科学的根拠の構築に取り組む。 
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■研究科 

 

・文学研究科 

大学院の充実のために、短期目標として「国際化の推進および大学院進学を志しやすい

状況の整備」、中期目標には「留学生のための教育体制の整備と日本人学生の基礎力強

化および高度な論文作成能力の涵養」を掲げた。 

 

・社会学研究科 

英語による教育科目の増加、院生の英語論文投稿の支援、他国との部局間協定等の国際

化の推進を行う。また社会人院生の増加策と院生のキャリア教育にも留意し、福祉社会

システム専攻の発展的な展開を開始する。 

 

・法学研究科 

留学生および社会人の受け入れ促進のための入試改革の継続を行う。また英語による

教育科目を増やしながら、海外研究機関との共同研究や海外研究プラグラムを立ち上

げ、より一層学生のグローバル力向上を図る。 

 

・経営学研究科 

高度専門職業人の育成と社会人の再教育を目指し、中小企業診断士登録養成コースの

カリキュラムの拡充、税理士コースの拡充を行う。留学生増加、国際化に向けて、英語

トラックのカリキュラムの充実を図る。 

 

・理工学研究科 

社会へ貢献する自立した人材、世界を変革するグローバル人材、創造性豊かな若手研究

者を育成する。産業界との協働、キャリア教育を充実、国際学会での研究発表促進、学

部と大学院との連携強化を行う。 

 

・経済学研究科 

経済学専攻では、入試方法の改善により社会人学生も積極的に受け入れ、多様で優秀な

入学者の確保に努める。公民連携専攻では、国連および PPP関係機関との連携を進め

教育および研究プログラムを充実させる。 

 

・国際学研究科 

グローバル・イノベーション学専攻と国際地域学専攻との間で各種資源を共有して教

育環境の充実を図る。研究能力の向上、学部との教育の一体化、国費・JICA等の奨学

生や社会人学生等の増加に務める。 

 

・国際観光学研究科 

知的好奇心に富んだ多様な学生の募集にさらに努め、幅広い業界分野からの社会人の

受け入れ、内部推薦学生の受け入れを強化する。国際共同研究を進め、教員と院生双方

とも研究実績を上げるようにする。 
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・生命科学研究科 

英語のみでも学位取得可能なカリキュラムを整備し、俯瞰的視野および実践的研究力

を持つ多様な学生を育成する。国内外研究機関および産官と連携、生命科学分野におけ

る高度な研究を推進し成果を発信する。 

 

・社会福祉学研究科 

社会福祉系の学内研究組織（福祉社会開発研究センター）と連携し、院生、特に後期課

程院生に実践的な教育・研究の場を提供し、留学生修了者を中心とした国際的ネットワ

ーク形成と研究交流を進める。 

 

・ライフデザイン学研究科 

海外研究機関との共同研究や海外教員招聘、交換留学生の受け入れと海外研修を含ん

だ科目の設置等により国際化を推進する。他研究科や地域との研究交流により教育研

究の高度化と社会貢献を推進する。 

 

・学際・融合科学研究科 

インド・欧米との緊密な関係を構築する。ダブルディグリープログラムの継続および新

規締結、バイオ・ナノエレクトロニクス研究センターとの連携を通じて国際的研究成果

を発信し、SGU や世界大学ランキングの取組に貢献する。 

 

・総合情報学研究科 

情報学を諸分野に応用する総合情報学の実践と普及を通じて社会に貢献する。一貫教

育カリキュラムにより学部から修士、博士への志願者の安定した流れを確立する。優秀

な博士の助教採用などを実施する。 

 

・食環境科学研究科 

グローバル人力を涵養するために、海外研修の単位化、専門英語授業の必修化及びワー

クショップ等の開催による実用英語力の養成を行う。また、ライフイノベーション研究

所等、内外の研究機関と連携する。 

 

・情報連携学研究科 

情報技術分野および応用分野を専門とする学生に対して、多様な背景と能力を持つ教

員と実業界が連携して教育を進め、社会人リカレント教育も連携して実施し、社会に新

しいイノベーションを起こす。 
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＜参考資料２ TOYO GLOBAL DIAMONDS 構想（抜粋）＞ 構想調書より 

① 構想全体の概念図【１ページ】※構想の全体像が分かる概念図を作成してください。 
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③ 共通観点１（構想の創造性、展開性等）概念図【１ページ】 
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④ 共通観点２（共通の成果指標と達成目標）概念図【１ページ】 
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⑤ 共通観点３（大学独自の成果指標と達成目標）概念図【１ページ】 
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⑥ 共通観点４（構想実現のための体制構築）概念図【１ページ】 
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⑦Ｂ 個別観点Ｂ（大学の特性を踏まえた特徴）概念図【１ページ】 
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